
平成 15年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 15年 5月 27日

上   場   会   社   名       株式会社 ツ　ガ　ミ 上場取引所 東 大 

コード番号       6101 本社所在都道府県

(URL http://www.tsugami.co.jp) 東京都

代　　　表　　　者　　 役職名 取締役社長                     氏名　　　西 嶋　尚 生

問合せ先責任者　役職名 常務取締役統轄本部長    　氏名　　　大 宮  郁 士 TEL(03)5470-7890
決算取締役会開催日　　平成 15年 5月 27日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 15年 6月26日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年  3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績 【単位：百万円】(百万円未満切捨)

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 14,194 1.0 △ 260 － △ 166 －

14年  3月期 14,051 △ 28.8 82 △ 92.2 199 △ 83.3

         　当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 △ 972 - △ 10.97 - △ 5.0 △ 0.6 △ 1.2

14年  3月期 △ 218 - △ 2.45 - △ 1.1 0.7 1.4
(注)①期中平均株式数 15年  3月期    88,636,047 株　　　14年  3月期    89,016,339 株 
　　②会計処理の方法の変更　　　無
　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年  3月期 0.00 0.00 0.00 0 - -

14年  3月期 0.00 0.00 0.00 0 - -

（注）15年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  3月期 25,041 18,827 75.2 215.51

14年  3月期 27,880 19,945 71.5 224.08

(注)①期末発行済株式数　15年  3月期     　87,361,189 株　14年  3月期     　89,010,172 株
 　 ②期末自己株式数　　15年  3月期        1,658,190 株　14年  3月期            9,207 株

２. 16年  3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 7,500 150 150 － － －

通　　期 15,000 300 300 － － －

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   3 円 43 銭 

※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
　予想につきましては様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績はこれらの予想
　数値と異なる場合があります。
　なお、上記予想に関する事項は、添付資料の５ページを参照して下さい。
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比較貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

期　別　 当　　期 前　　期

　科　目 (H15.3.31) (H14.3.31)
％ ％

流 動 資 産 ( １７,２７９ ) 69.0 ( １９,３１５ ) 69.3 ( △２,０３６ )

現 金 及 び 預 金 １,１９９ ９７１ ２２７

受 取 手 形 ２,９０６ ４,４０８ △１,５０２

売 掛 金 ５,１６４ ５,１９８ △　　 ３４

有 価 証 券 １０ － １０

た な 卸 資 産 ７,４８２ ８,３６８ △　 ８８６

製 品 ２,５７７ ２,８４７ △ 　２６９

仕 掛 品 ３,４５１ ３,９８２ △ 　５３１

原 材 料 ･ 貯 蔵品 １,４５３ １,５３８ △ 　　８５

未 収 入 金 ３７４ ３３６ ３７

そ の 他 １５４ ５８ ９５

貸 倒 引 当 金 △　　１１ △　　２７ １６

固 定 資 産 ( ７,７６１ ) 31.0 ( ８,５６０ ) 30.7 ( △   ７９８ )

 有形固定資産 [ ５,５８９ ] 22.3 [ ５,７０８ ] 20.5 [ △   １１９ ]

建 物 ２,４８２ ２,４９２ △   　　９

構 築 物 １２０ １２７ △   　　６

機 械 装 置 １,６８６ １,８１６ △   １３０

車 両 運 搬 具 ３ ４ △   　　１

工 具 ･ 器 具 備品 １９９ ２１４ △     １５

土 地 １,０６８ ９３２ １３６

建 設 仮 勘 定 ２７ １２０ △     ９２

 無形固定資産 [ １５ ] 0.1 [ １５ ] 0.1 [ △     　０ ]

ソ フ ト ウ ェ ア １０ １０ △       ０

そ の 他 ５ ５ △       ０

 投資その他の資産 [ ２,１５６ ] 8.6 [ ２,８３６ ] 10.1 [ △   ６７９ ]

投 資 有 価 証 券 １,５７1 ２,２９３ △   ７２１

関 係 会 社 株 式 ４５９ ４４５ １４

関係会社出資金 ２ ２ －

長 期 貸 付 金 １３７ １６４ △     ２７

長 期 債 権 ９１６ ８４６ ７０

そ の 他 ４９ ６６ △     １６

貸 倒 引 当 金 △　９８２ △　９８３ １

繰 延 資 産 ( － ) － ( ４ ) 0.0 ( △     　４ )

試 験 研 究 費 － ４ △     　４

資 産 合 計 ２５,０４１ 100.0 ２７,８８０ 100.0 △２,８３９

比較増減

-２４-
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比較貸借対照表比較貸借対照表比較貸借対照表比較貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)
負債・資本の部

期　別　 当　　期 前　　期
　科　目 (H15.3.31) (H14.3.31)

％ ％

( ５,９０２ ) 23.6 ( ７,６１９ ) 27.3 ( △１,７１７ )

支 払 手 形 ３,２４３ １,９４２ １,３００

買 掛 金 ８２１ ６４３ １７８

短 期 借 入 金 １,３２０ ４,６００ △３,２８０

未 払 金 ５６ ８５ △     ２９

未 払 費 用 １３２ １２４ ７

未 払 法 人 税 等 １０ ９ ０

未 払 消 費 税 等 ８０ － ８０

賞 与 引 当 金 １２３ １１１ １２

そ の 他 １１４ １０１ １２

( ３１１ ) 1.2 ( ３１６ ) 1.2 ( △     　４ )

退 職 給 付 引 当 金 ２７０ ２９９ △     ２８

そ の 他 ４１ １６ ２４

負 債 合 計 ６,２１３ 24.8 ７,９３５ 28.5 △１,７２１

１０,５９９ 42.3 １０,５９９ 38.0 －

( ９,１３８ ) 36.5 ( ９,１３８ ) 32.8 ( － )

資 本 準 備 金 ４,１３８ ９,１３８ △５,０００

その他資本剰余金 ５,０００ － ５,０００

  資本準備金減少差益 ５,０００ － ５,０００

( △   １３５ ) △ 0.5 ( ８３６ ) 3.0 ( △   ９７２ )

当期未処分利益また
は未処理損失（△） △   １３５ ８３６ △   ９７２

△   ５７５ △ 2.3 △  ６２７ △ 2.3 ５２

△   １９９ △ 0.8 △      １ △ 0.0 △   １９７

資 本 合 計 １８,８２７ 75.2 １９,９４５ 71.5 △１,１１８

負 債 ･ 資 本 合 計 ２５,０４１ 100.0 ２７,８８０ 100.0 △２,８３９

比較増減

自 己 株 式

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

利 益 剰 余 金

-２５-
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比較損益計算書比較損益計算書比較損益計算書比較損益計算書

　　【単位：百万円】(百万円未満切捨)
期　　別　 当　　期 前　　期

　科　　目 (H14.4.1～H15.3.31) (H13.4.1～H14.3.31)
％ ％

売 上 高 １４,１９４ 100.0 １４,０５１ 100.0 １４３

売 上 原 価 １３,２７９ 93.6 １２,８９４ 91.7 ３８５

売　上　総　利　益 ９１５ 6.4 １,１５７ 8.3 △　２４２

販売費及び一般管理費 １,１７５ 8.3 １,０７４ 7.7 １０１

営   業   利   益 △   ２６０ △ 1.9 ８２ 0.6 △   ３４３

営 業 外 収 益 ( ２１６ ) 1.5 ( ２３２ ) 1.6 ( △     １５ )

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ２２ ５２ △     ２９

そ の 他 の 営 業 外 収 益 １９４ １８０ １３

営 業 外 費 用 ( １２２ ) 0.8 ( １１５ ) 0.8 ( ６ )

支 払 利 息 １９ ５３ △     ３４

そ の 他 の 営 業 外 費 用 １０２ ６１ ４０

経   常   利   益 △   １６６ △ 1.2 １９９ 1.4 △   ３６６

特　別　利　益 ( ２３ ) 0.2 ( ３７ ) 0.3 ( △   　１４ )

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ４ ９ △   　　４

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 １７ ２８ △　　 １０

特　別　損　失 ( ８１９ ) 5.8 ( ４４５ ) 3.2 ( ３７３ )

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ７５７ １９４ ５６２

固 定 資 産 除 却 損 ９ ６２ △     ５２

関係会社貸倒引当金繰入額 － １４７ △   １４７

そ の 他 の 特 別 損 失 ５２ ４１     １０

△ 　９６２ △ 6.8 △　２０８ △ 1.5 △ 　７５４

１０ 0.1 １０ 0.1 －

 △ 　９７２ △ 6.9 △　２１８ △ 1.6 △　 ７５４

８３６ １,０５４ △   ２１８

△   １３５ ８３６ △   ９７２

比較増減

前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益 ま た は
当 期 未 処 理 損 失 （ △ ）

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

-２６-
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損失処理案および利益処分案

【単位：百万円】(百万円未満切捨）

当期(H14.4.1～H15.3.31) 前期(H13.4.1～H14.3.31)

科　　目 金　額 科　　目 金　額

（当期未処理損失の処理）

当期未処理損失 １３５ 当期未処分利益 ８３６ 

これを次のとおり これを次のとおり

　 処理いたします｡ 　 処分いたします｡

次期繰越損失 １３５ 次期繰越利益 ８３６ 

（その他資本剰余金の処分）

その他資本剰余金 ５，０００

これを次のとおり

　 処分いたします｡

その他資本剰余金次期繰越額 ５，０００

-２７-



㈱ツガミ 

- ２８ - 

重重重重    要要要要    なななな    会会会会    計計計計    方方方方    針針針針    

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
  子会社株式及び関連会社株式‥‥移動平均法による原価法 
  その他有価証券 
   時価のあるもの‥‥‥‥‥‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法 
                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
                 移動平均法により算定） 
   時価のないもの‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法 
 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   移動平均法による原価法 
 
３．固定資産の減価償却の方法 
 ①有形固定資産 
   定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設 
  備を除く）については、定額法によっております。 
   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
    建     物‥‥‥１５～３８年 
    機 械 装 置‥‥‥１０年 
    工具・器具備品‥‥‥５年 
 ②無形固定資産 
   定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における 
  利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
 
４．繰延資産の処理方法 
   試験研究費は、商法の規定する最長期間（５年間）にわたり均等償却しております。 
 
５．引当金の計上基準 
 ①貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒  
  懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し  
  ております。  
 ②賞与引当金 
   従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。 
 ③退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の 
  見込額に基づき計上しております。 
   なお、会計基準変更時差異（２,０８６百万円）については、１５年による按分額を費 
  用処理しております。 
   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の 
  一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費 
  用処理することとしております。 
 
６．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 
  取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
７．消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 
                 会会会会    計計計計    方方方方    針針針針    のののの    変変変変    更更更更    
    
（自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準） 
   当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準   
  第１号）を適用しております。この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 
   なお、貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 
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注 記 事 項 

 

（貸借対照表関係） 

                       当  期       前  期 

１．有形固定資産の減価償却累計額     １３,３９３百万円   １３,００６百万円 

 

（損益計算書関係） 

                       当  期       前  期 

１．有形固定資産の減価償却実施額        ６３０百万円      ６４９百万円 
 
２．研究開発費の総額 
  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
                         ３３３百万円       ２４７百万円 
 

 

（リース取引関係） 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

                                  【単位：百万円】 

 当    期 前    期 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

機 械 装 置        ３０ １５ １５ ３０ １０ ２０ 

車 両 運 搬 具        ３ ２ １ ７ ５ ２ 

工具・器具備品 １２８ １０４ ２４ １６６ １３５ ３１ 

ソフトウェア        ５１ ４９ １ ６７ ６０ ６ 

合 計 ２１４ １７０ ４３ ２７２ ２１１ ６１ 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

                       当  期        前  期 

    １ 年 以 内              １４百万円       ２７百万円 

    １  年  超              ２９          ３３  

    合     計              ４３百万円       ６１百万円 

 (注)取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が 

   有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し 

   ております。 

 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

                       当  期        前  期 

   支 払 リ ー ス 料              ２８百万円       ４６百万円 

   減価償却費相当額              ２８          ４６ 
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（４）減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

（有価証券関係） 

 

 当期及び前期のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。 

 

（税効果会計関係） 

                        当  期       前  期 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  (繰延税金資産) 

   貸倒引当金損金算入限度超過額       ４１０百万円     ４１０百万円 

   賞与引当金損金算入限度超過額        ３９         ２３ 

   退職給付引当金損金算入限度超過額      ６２         ７５ 

   投資有価証券評価損否認          ８８３        ６１７ 

   その他有価証券評価差額金         ２３１        ２６１ 

   関係会社株式評価損否認            ６          ７ 

   たな卸資産整理損否認            ２５         ２６ 

   繰越欠損金               ２,１６８       ２,１６１ 

   その他                   ３６         ３５  

  繰延税金資産小計             ３,８６４       ３,６１８ 

   評価性引当額            △ ３,８６４     △ ３,６１８  

  繰延税金資産合計                －          －  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった 

  主な項目の内訳 

   

  当期及び前期においても、純損失であるため記載を省略しております。 
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比 較 販 売 実 績

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

期　日　 当　　期 前　　期

　種　別 (H14.4.1～H15.3.31) (H13.4.1～H14.3.31)
％ ％ ％

工 自 動 旋 盤 8,369 59.0 8,252 58.7 116 1.4 

作 研 削 盤 1,686 11.9 2,206 15.7 △  519 △ 23.5 

機 マシニングセンタ 1,338 9.4 895 6.4 443 49.5 

械 転造盤・ラップ盤 843 5.9 943 6.7 △   99 △ 10.6 

そ　　　の　　　他 1,956 13.8 1,754 12.5 202 　　11.5 

合　　　　　　　計 14,194 100.0 14,051 100.0 143 　　　1.0 

(う　 ち　 輸　 出) (6,169) (43.5) (6,201) (44.1) (△　31) (△　0.5)

(注)海外向け売上高につきましては、従来は海外現地商社及び貿易商社扱いとしておりましたが、

　　当期より仕向地(据付場所)が海外の場合を輸出売上高としております。

　　なお、前期につきましては、上記区分に変更して記載しております。

　　変更前の売上区分により、当期及び前期の実績を表示すると下記のとおりになります。

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

期　日　 当　　期 前　　期

　種　別 (H14.4.1～H15.3.31) (H13.4.1～H14.3.31)

％ ％ ％

(う　 ち　 輸　 出) (4,076) (28.7) (4,083) (29.1) (△　７) (△　0.2)

比較増減

比較増減

-３１-
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役 員 の 異 動 

 

１． 代表者の異動 

     該当事項はありません。 

 

２． その他の役員の異動 （平成１５年６月２６日の予定） 

 

・新任監査役候補 

      監査役     梅岡 匡爾  （現 ㈱森精機製作所専務取締役） 

      監査役     片桐 亮太  （現 長岡工場長） 

      （注） 新任監査役候補 梅岡 匡爾は、商法特例法第１８条に定める 

          社外監査役の候補者であります。 

    ・退任予定監査役 

      常勤監査役     近藤 惣一郎 

     （社外監査役） 

      監査役       西村   裕 

                                   以上 


